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和文要旨:

本稿では、財務業績を表示する利益の範囲および包括利益と当期純利益の関係について検討する

ことで、財務業績の指標として、包括利益以上に当期純利益の重要性が高まってくることを明らか

にする 。 国際会計基準審議会 (IASB) および日本の会計基準を設定する基礎概念である概念フレー

ムワークと包括利益計算書に関する会計基準、並びにこれまでに日本の企業会計基準委員会

(ASBJ) が IASB へ意見発信した公式文書等の内容から、包括利益の範囲の拡大と「その他の包

括利益J (ocI) の位置づけの変化について検討する 。

英文要旨:

The purpose of this paper is to examine what information is the most important index as 

financia1 performance. We focus on the scope of earnings and recycling treatment of other 

comprehensive income. We review some published pronouncements and accounting standards 

for statement of comprehensive income in IASB and J apan. We find that the proposed 

definitions of assets and liabilities in a revised project of IASB conceptua1 framework expand 

the scope of comprehensive income , especially other comprehensive income (OCI). As the 

resu1t, net income becomes more important key performance index than comprehensive income 

because OCI includes various items. 
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1.はじめに

国際会計基準審議会(International

Accounting Standards Board, IASB) は、 相死

念フレームワークの見直し作業において、資産

および負債の定義から蓋然性基準を削除する方

向で検討している 。 これは、財政状態計算書が

財政状態を表示する上で、目的適合性があり理

解可能な経済現象(資源および義務)を表示す

ることに焦点を当てているためである1)。 一方、

日本の企業会計基準委員会 (Accounting

Standards Board of J apan, ASBJ) は、 IASB

へのコメント ・ レター等において、資産および

負債の定義から葦然性基準を削除することに賛

成しているものの、それらの認識基準において

葦然性基準を含めることを要求している 2) 。 こ

れは、財政状態計算書が財政状態を表示する上

で 、 蓋然性基準が必要であり 、 それによって目

的適合性が達成されると考えているためであ

る 。 IASB が資産および負債の定義および認識

基準を変更した場合、財務業績を表示する利益

の範囲および意味にも変化が生じ、日本の会計

基準の国際的収倣への過程で新たな障害が生じ

るようになる 。

本稿では 、 財ー務業績を表示する利益の範囲お

よび包括利益と当期純利益の関係について検討

することで、財務業績の指標として、包括利益

以上に当期純利益の重要性が高ま ってくること

を明らかにする 。 IASB および日本の会計基準

設定の基礎概念である概念フレームワークと包

括利益計算書に関する会計基準、並びにこれま

でに日本の ASBJ が IASB へ意見発信した公

式文書等の内容から、包括利益の範囲の拡大と

「その他の包括利益 J (other comprehensive 

income , OCI)の位置づけの変化について検討

する 。

1) IASB , 20 l3, Discussion Paper, A Review of the 

Conceptuαl Frαmework for FinαnCLα l Reporting, 

IASB , pars.2.6-2.10. (デイスカッション・ペーパー

『財務報告に関する概念フレームワークの見直しj0) 

2) 企業会計基準委員会， 20l4a I デイスカッション

ペーパー『財務報告に関する概念フレームワークの

見直し』に対するコメント」企業会計基準委員会 ，第

16 項 ・ 第 45 項。

2. 資産および負債の範囲と利益の範囲

IASB は、 基本財務諸表として、財政状態計

算書、損益及びその他の包括利益計算書、持分

変動計算書およびキャッシュ・フロー計算書を

掲げている 3) 。 これらは、いずれも他の財務諸

表に対して優位性を有するものではなく、同一

に位置づけられている ヘ これらの基本財務諸

表は、財政状態に関する情報として実体の経済

的資源および請求権、財務業績に関する情報と

して実体の経済的資源および請求権の変動(す

なわち、財政状態の変動)、および実体の経営

者がその資源を使用する責任をどれだけ効率的

かつ効果的に果たしたか、に関しで情報提供す

ることを目的としている 5) 。

財政状態計算書は、その構成要素である資産、

負債および持分から、財政状態に関する情報を

提供する 。 IASB の 2013 年討議資料において

示された資産、負債および持分の定義は、以下

のとおりである 。

資産とは、過去の事象の結果として、報告企

業が支配している現在の経済的資源である 6) 。

負債とは、過去の事象の結果として 、 経済的

資源、を移転する報告企業の現在の義務であ
る 7) 。

持分とは、実体のすべての負債を控除した後

の資産に対する残余持分である 8) 。

ここで、経済的資源とは、経済的便益を創出

することのできる権利または価値のその他の源

泉である 。

2010 年概念フレームワーク(および 1989 年

概念フレームワーク)における資産の定義では、

「将来経済的便益が流入する可能性が高いこ

と」、負債の定義では 、 「将来経済的便益を有す

3) IASB , 2011 , Internationa1 Accounting Standard 

(IAS) No.1 , Presentαtion of Finαncial Stαtements， 

IASB , par.lO. (企業会計基準委員会 ・ 財務会計基準

機構監訳 ， 2012 r国際財務報告基準 IFRS 2012j 中央

経済社。) その他、 IASB の会計基準に関して、各年

度の翻訳も利用している 。

IASB， 20日， op.cit, par.7.14. (同訳書。 )

4) IASB , 2011 , op.cit. , par.11. (同訳書。 )

IASB , 2013, op.cit, par.7.31. (同訳書。 )

5) Ibid. , par.7.18. (同訳書。)
6) Ibid ., par. 2.9. (同訳書。 )

7) Ibid. ( 同訳書。 )

8) Ibid. , par.5.4. (同訳書。 ) 1989 年および 2010 年の概

念フレームワークにおいても同様である 。
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る資源が流出する可能性が高いこと J といった

「将来および不確実性」への対応が定義の中に

含まれていた 9) 。 それに対して、 2013 年討議資

料では、資産は「現在の経済的資源」であり、

負債は「現在の義務」 と定義されていて、かっ

不確実性に関して「蓋然性の関値は定めない」

ことと考えられている 10) 。

2010 年概念フレームワーク (お よび 1989 年

概念フレームワーク)は、認識とは、財務諸表

の構成要素の定義を満たし、以下に示す認識基

準を満たした項目を、財政状態計算書または損

益計算書に組み入れる過程をいうと定義してい
る 1 1)。

① 将来の経済的便益の蓋然性 :財務諸表の構

成要素の定義を満たした項目に関連して、将

来の経済的便益が企業に流入または企業から

流出する可能性が高い。

② 測定の信頼性:財務諸表の構成要素の定義

を満たした項目が、信頼性をもって測定でき

る原価または価値を有している 。

これに対して、 2013 年討議資料は、このよ

うな認識基準では蓋然性が高くない場合に資産

および負債が認識されない可能性があることか

ら、蓋然性に関する記述の削除を検討している 。

その他、目的適合性およびコストの制約、忠実

な表現、および前述した補強的質的特性に関し

て、認識基準において言及するか否かについて

のキ食言すも行われている山

財政状態の表示では、持分が資産および負債

の差額概念として定義されていることから、資

産および負債の定義並びに認識基準が重要とな

る 。 ここで、持分の表示について、国際会計基

準 (InternationalAccounting Standard, IAS) 
第 l 号は、企業の経営活動について適切と思わ

れる方法で分類-開示することを要求している

9) IASB , 2010 , The Conceptuα l Frαmeworh for 

Financiαl Reporting 2010, IASB , par.4.4. (企業会計

基準委員会・財務会計基準機構監訳， 2012 r国際財務

報告基準 IFRS 2012J 中央経済社。 )

IASC , 1989, Frαmeworl" for the Prepαrαtwn α凡d

Presentαtion of Finαnnαl Stαtements， IASC , par.49. 
(国際会計基準委員会， 1989 r財務諸表の作成表示に
関する枠組み』国際会計基準委員会。 )

10) IASB, 20 l3, op.cit, par.2.35. (同訳書。)
11) IASB , 2010 , op.cit. , par.4.37. (同訳書。 )

IASC , 1989, op.cit. , pars.82-83. ( 同訳書。)

12) IASB , 20 l3, op.cit. , pars.4.8-4.23. (同訳書。)

が、財務諸表の表示例では、持分を「親会社の

所有者に帰属する持分」と「非支配持分」の 2

つに大別して示している 13) 13 ) 。

日本では、金融商品取引法の適用企業に対し

て、表現こそ異なれ IASB と同様の 4 つの財務

諸表の作成および表示が要求されている 14 ) 。 貸

借対照表は、その構成要素である資産、負債お

よび純資産から財政状態を表示する 。

日本の概念フレームワークにおける資産およ

び負債の定義は、 IASB の 2013 年討議資料と

同様に、蓋然性についての文言は含まれていな

い。 ただし，IASB の 2013 年討議資料と異なり、

資産および負債の認識基準では、それら を認識

するための事象、すなわち契約に基づいた少な

くとも一方の履行と、いったん認識した資産お

よび負債における価値の変動に、 一定程度の発

生の可能性(蓋然性)が求められると述べられ

ている問。 純資産の部の表示は、株主資本と株

主資本以外に区分され 16) 、株主資本は、評価・

換算差額等 (連結財務諸表では、「その他の包

括利益累計額J) 、新株予約権および非支配株主

持分(連結財務諸表の場合)に区分される 17) 。

日本と IASB との間で、資産および負債の認

識基準に相違があることから、日本の貸借対照

表と IASB の財政状態計算書とでは、資産およ

び負債の範囲が異なり 、 その結果、純資産また

は持分に包含される金額に差異が生じることに

なる 。 純資産または持分は、拠出資本と剰余金

から構成されることから、「包括利益累計額」

(accumulated comprehensive income, ACI) 

を含む剰余金の金額に差異が生じることになる

(図表 1 を参照) 。

13) IASB , 2011 , op .cit. , par.77 & Guidance on 
Implementing (IG) . (同訳書。)

14) I連結財務諸表の用語、 様式及び作成方法に関す

る規則」第 4 条他。

15) 企業会計基準委員会， 2006，討百主資料『財ー務会計の

概念フレームワーク J 企業会計基準委員会，第 3 章第

3 項・第 6 項。

16) 企業会計基準委員会， 2013a，企業会計基準第 5 号

『貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準J

企業会計基準委員会，第 4 項。

17) 同基準，第 7 項。
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図表 1 資産および負債の範囲の拡大と包括利益累計額
の変化 ・ 1 )
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*1) 非支配株主が存在しない簡潔なケースを想定
した。

また、日本の貸借対照表の純資産の部では、

株主資本において親会社持分が表示され、株主

資本以外において非支配株主持分、 OCI 累計

額等が表示される 。 親会社持分には、繰越利益

の累計額(繰越利益剰余金)が包含されるのみ

で、親会社に帰属する OCI 累計額は株主資本

以外で、 OCI 累計額として表示される 。 また

非支配株主に帰属する OCI 累計額は、非支配

株主持分に含めて表示される 。 一方、 IASB の

財政状態計算書では、親会社の所有者に帰属す

る持分と非支配持分に区分され、それぞれの持

分の中に繰越利益の累計額と OCI 累計額(す

なわち合計が ACI)が包含されている 。

3. 収益および費用の定義と利益計算構造

IASB は、 1997 年に IAS 第 1 号『財務諸表

の表示』を改訂して、 OCI を持分変動計算書

の内訳として表示するように規定した。 IASB

は、 2007 年に IAS 第 l 号を改訂して、財務諸

表の連結環を意識した一組の財務諸表として包

括利益計算書の作成を規定した。 現在適用され

ている IAS 第 1 号は 、 2011 年に改訂されたも

のである 。

日本では ASBJ が、国際的な会計基準の動

向に対応して、 2005 年に企業会計基準第 5号『貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準J および企業会計基準第 6 号『株主資本等変

動計算書に関する会計基準』を公表して 、 OCI

を純資産の部の内訳として表示するように規定

した。 2010 年に企業会計基準第 25 号『包括利

益の表示に関する会計基準』が公表されて、包

括利益計算書の作成が規定された。 現在適用さ

れているのは、 2013 年に改訂されたものであ

る 。

IASB は、純損益、 OCI およ び包括利益を財

務諸表の構成要素ではないと考えていることか

ら 18)、概念フレームワークにおいてそれらの定

義を行っていない。 各利益に関する定義は、 会

計基準である IAS 第 l 号において行われてい

る 。

IASB の概念フレームワークは、収益および

費用に関して、以下のように定義している 19) 。

収益 (income) とは 、 会計期間中の資産の

流入または増価あるいは負債の減少の形をとる

経済的便益の増加である 。 それは、持分参加者

からの拠出に関連するもの以外の持分の増加を

生じさせるものをし寸 。

費用 (expenses) とは 、 会計期間中の資産

の流出または減少あるいは負債の増加の形をと

る経済的便益の減少である 。 それは、持分参加

者への分配に関連するもの以外の持分の減少を

生じさせるものをいう 。

IASB は 、 2014 年 5 月に国際財務報告基準

(International Financial Reporting Standard, 

IFRS) 第 15 号『収益認識』を公表した。

IFRS 第 15 号における収益の定義は、以下の

とおりである 。

収益 (revenue) と は、実体の継続的な主要

または中心となる活動を構成する商品の販売ま

たは製品の製造、役務提供、あるいはその他の

活動から生じる資産の流入または増価あるいは

負債の決済(あるいはその両方)である 。

この定義は、概念フレームワークにおける定

18) IASB， 20日， op.ci t. , par.2.39. (同訳書。 )

19) IASB , 2010, op.cit. , par.4.25. (同訳書。 )
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義と比較して、経済的便益の増加といった文言

が除去されており、 20日年討議資料における

資産の定義を反映して 、 経済的便益を生じさせ

る蓋然性基準が除去されたものと判断される 。

次に、 IAS 第 l 号における各利益の定義は、

以下のとおりである 20) 。

包括利益とは、所有者としての立場での所有

者との取引による持分の変動以外の取引または

事象によるある期間における持分の変動であ

る 。

OCI とは、他の IFRS が要求または許容す

るところにより、純損益に認識されない収益お

よび費用 (組替調整額 (reclassification 

adjustment) を含む)である 。

純損益とは、収益から費用を控除した合計額

(OCI を除く)である 。

収益および費用並びに各利益の定義から 、

IASB では、当期純利益を収益から費用を控除

して計算される包括利益から OCI を控除して

計算するものと位置づけている 。 すなわち、「期

末持分一期首持分=包括利益」かっ「収益-費

用=包括利益J であ り 、次いで「包括利益 ­

OCI =当期純利益」となる 。 これは、 IASB が

利益として包括利益を最も重視しており、かっ

OCI は収益および費用の一部として、当期純

20) IASB, 2011 , op.cit. , par.7. ( 同訳書。 )

利益の計算に必要な項目としてとらえられる 。

しかし、収益から費用を控除して包括利益が計

算される利益計算構造からすると、 IAS 第 1 号

の包括利益計算書の表示方法は、一計算書方式

および二計算書方式ともに問題である 。 図表 2

では、現状の包括利益計算書の形式と、 IASB

の利益計算構造から考えられる包括利益計算書

の形式を示している 。

企業会計基準第 25 号は、包括利益を、ある

企業の特定期間の財務諸表において認識された

純資産の変動額のうち、当該企業の純資産に対

する持分所有者との直接的な取引によらない部

分と定義している 2九日本では、概念フレーム

ワークにおいても、包括利益について同様の定

義を行っている 22) 。

概念フレームワークは、収益および費用並び

に純利益を、以下のように定義しているお)。

収益とは、純利益または少数株主損益を増加

させる項目であり 、特定期間の期末ま でに生じ

た資産の増加や負債の減少に見合う額のうち、

投資のリスクから開放された部分である 。

費用とは、純利益または少数株主損益を減少

21) 企業会計基準委員会 2013c 企業会計基準第 25 号

『包括利益の表示に関する会計基準』企業会計基準委

員会，第 4 項。

22) 企業会計基準委員会， 2006，討'議資料，第 3 章第 8

項。

23) 同討議資料，第 3 章第 9 項・第 13 項・第 15 項。

図表 1 包括利益計算書の形式

①IAS第1 号における一計算書方式 ②IAS第 1 号における二計算書方式 ②IASBの利益計算構造による表示方式

包括利益計算書 損益計算書 包括利益計算書

収費益用 (投解資放のさlれスたクヵ4、山/ xxx 収費益用(投解資敢のさリスたクか分ら入/ xxx 収益 xxx 

xxx xxx 費用 xxx 

当期純利益 xxx 当期純利益 xxx 当期包括利益汁) xxx 

OCI xxx 

当期包括利益 xxx その他の包括利益計算書 損益計算書汁)

当期純利益 xxx 当期包括利益 xxx 

OCI xxx OCI xxx 

当期包括利益 xxx 当期純利益 xxx 

大 1)包括利益が第一義の利益と考えられることから、当期包括利益を最終行として二重線で締め切った。
別個、当期純利益計算を行う損益計算書を示している 。
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させる項目であり、特定期間の期末までに生じ

た資産の減少や負債の増加に見合う額のうち、

投資のリスクから開放された部分である 。

純利益とは、特定期間の期末までに生じた純

資産の変動額(報告主体の所有者である株主、

子会社の少数株主(現在、非支配株主) 、およ

びオプションの所有者との直接的な取引による

部分を除く 。)のうち、その期間中にリ スクか

ら解放された投資の成果であっ て、報告主体の

所有者に帰属する部分をいう 。

包括利益と純利益との関係は 、 包括利益のう

ち 、 ①投資のリスクから開放されていない部分

を除き 、 ②過年度に計上された包括利益のうち

期中に投資のリスクから開放された部分を加

え 、 ③少数株主損益(現在の非支配株主損益)

を控除すると、純利益が求められると説明して

いる 24 ) 。 これは、 OCI が①~③から構成される

ことを意味する 。

ここから、日本では、当期純利益を収益から

費用を控除して計算し 、 当期純利益と純資産の

変動額である包括利益との差額が OCI である

と考えていることが明らかになる 。 すなわち 、

「収益-費用=当期純利益」および「期末純資

産 期首純資産=包括利益」であり、「包括利

益-当期純利益= OCIJ と理解できる 。 これは 、

OCI が収益および費用から計算されるもので

はなく 、 単なる損益計算書と貸借対照表の連結

環の役割を果たしているに過ぎず、「利益」と

いう表現が用いられているが、収益および費用

との関係は明確でない項目となる 。 日本が収益

から費用を控除して当期純利益が計算される利

益計算構造を支持していることからすると、包

括利益計算書の表示方法である二計算書方式が

利益計算構造から適切である 。

包括利益の計算お よび表示が規定されて以

来 、 当期純利益は、収益費用観固有の利益であ

り 、包括利益は資産負債観固有の利益として説

明されてきた。 IASB は、 2013 年討議資料にお

いて、純損益と OCI の区別に関して検討を行

い、純損益を原則的な区分として扱うことを検

言すし ている 。 また IASB のフーガーホースト

(Hoogervorst, H. ) 議長も 、純損益が重要であ

ると表明している 25) 。 しかし、現状の収益およ

24) 同討議資料，第 3 章第 12 項。

び費用並びに各利益の定義を見る限り 、 IASB

は包括利益を第一義の利益概念としてとらえて

いることが明らかである 。 それに対して、日本

は当期純利益を第一義の利益としてとらえてい

る 。 日本は、 OCI を貸借対照表と損益計算書

との連結環として意義を見いだしているにすぎ

ない。 ここか ら 、各会計基準が考える財務業績

の意味の相違が明らかになる 。 また、収益およ

び費用が、資産および負債の増減から認識され

るとする IASB と、投資のリスクからの解放を

要件として規定している日本との間で、財務業

績指標として重視される利益に相違が生じるこ

ととなる 。

4. OCI の範囲とリサイクリング

包括利益計算書の作成を世界に先駆けて規定

したアメ リカ の財務会計基準審議会 (Financial

Accounting Standards Board, FASB ) と

IASB は、リサイ クリングの意義について以下

のように説明している 。 FASB は、ある期間に

純利益の一部として表示された包括利益項目

で 、 当該期間または過年度においてその他の包

括利益の一部として表示されたものは、 二重計

算しないために調整されなければならないと規

定している お) 0 IASB は、 2007 年に包括利益計

算書の表示を義務づけたときに、包括利益に含

まれる項目が、 IFRS に従って純利益に再分類

されるときに、当該項目が二重計算さ れるのを

防ぐために調整が必要であると、リサイクリン

グの必要性について説明した 27) 。

しかし、 IAS 第 l 号では、リサイ ク リ ングは

IFRS の個々の基準に従って行われるとして、

有形固定資産お よび無形資産に関する再評価剰

余金の変動、確定給付制度での数理計算上の差

異等、 すべての OCI に行われるわけではない。

2011 年に改訂された IAS 第 l 号は、 OCI を以

25) IASB , 2013, op.cit. , par.8.35. (同訳書。 )

Hoogervorst, H., 2014, ASBJ オープン ・セ ミナー

特別講演， "Defining Profit or Loss and OCI... can 

it be done? ," I純利益と OCI の定義は可能かJ r季刊

企業会計基準J 第 44 号， p.51 & p.58o 
26) FASB, 1997, Statement of Financial Accounting 

Standard (SFAS) No.130 , Reporting Comprehensive 

Inco l7w , FASB, par.l8. 
27) IASB , 2007, IAS No.1 , Presentαtion of Finαnc~αl 

Stαtements ， IASB, BC69. ( 同訳書。 )



包括利益の範囲の拡大と当期純利益への期待の拡大 ~IASBおよび日本の検討に焦点を当てて~ 91 

下の 2 つにグループ分けして表示することを規

定している 28) 。

①その後に純損益に振り替えられることのない

もの

②その後に特定の条件を満たしたときに純損益

に振り替えられるもの

2013 年討議資料は、 OCI の部に表示すべき

情報のうち、①その後に純損益に振り替えられ

ることのないものとして、再評価剰余金の変動、

確定給付制度の再測定および関連会社の OCI

に対する持分相当額を示している 。 ②その後に

特定の条件を満たしたときに純損益に振り替え

られるもとして、在外営業活動体の財務諸表項

目の換算から生じる為替差額、 OCI を通じて

公正価値で測定する資本性金融商品への投資に

よる利得および損失、キャッシュ・フローヘッ

ジのヘッジ手段に係る利得および損失の有効部

分、および純損益を通じて公正価値で測定する

ものと指定された特定の負債について、信用リ

スクの変動に起因する公正価値の変動が示され
ている 29) 。

2013 年討議資料は、純損益と OCI の区別に

ついて、純損益を定義するのではなく、純損益

に含まれる項目は幅広いことから、 OCI に認

識できる項目の種類を記述することを提案して

いる 。 そこでは、 OCI に対する狭いアプロー

チと OCI に対する広いアプローチの 2 つが検

討されている 30) 。

2 つのアプローチでは、原則 l および原則 2

は共通である 口

原則 1 :純損益に表示する収益および費用の

項目は、企業がある期間に自らの経済的資源に

対して得たリターンに関する主要な情報源を提

供する 。

原則IJ 2 :すべての収益および費用の項目は、

ある項目を OCI に認識することで、当該期間

の純損益の目的適合性が高まる場合を除いて、

純損益に認識すべきである 。

OCI に対する狭いア プロ ーチと OCI に対す

る広いアプローチの相違は、以下の原則 3 に見

られる 。

OCI に対する狭いアプローチにおける原則

28) IASB, 2011 , op.cit. , par.82A. (同訳書。)

29) IASB, 2013, op.cit. , pars.8.40-8.68. ( 同訳書。)

30) Ibid. (同訳書。 )

3 : OCI に認識された項目は、後に純損益へ組

み替えまたはリサイクルされなければならな

い。 これは、組み替えまたはリサイクルが目的

適合性のある情報となる場合に行われる 。

OCI に対する広いアプローチにおける原則

3: 過去に OCI に認識された項目は、純損益へ

組み替えまたはリサイクルされなければならな

い。 これは、組み替えまたはリサイクルが目的

適合性のある情報となる場合だけに行われる 。

2013 年討議資料は、 OCI を「橋渡し項目」

(bridging items) 、「ミスマッチのある再測定」

(mismatched remeasurements ) お よび「 一

時的な再測定J (transitory remeasurements) 

の 3 つに区分して説明している 。 OCI に対す

る狭いアプローチでは、「橋渡し項目」と「ミ

スマッチのある再測定」が OCI に含まれる 。

OCI に対する広いアプローチでは、それらに

加えて、「一時的な再測定J が OCI に含まれる 。

「橋渡し項目」には、例えば、負債性金融商

品に関して、財政状態計算書では公正価値測定

が行われ、純損益に認識する金額の算定におい

て償却原価で測定される場合がある 。「ミスマッ

チのある再測定」には、例えば、公正価値測定

されるデリパテイプに関して、デリバティブを

予定取引のヘッジに使用する場合に、デリパ

ティブの公正価値の変動が、予定取引から生じ

る損益よりも早い時期に発生する場合が該当す

る 。 「一時的な再測定」には、例えば、確定給

付年金負債または資産の純額の再測定がある 。

これらの中で、「一時的な再測定」が問題となる 。

IASB は、「一時的な再測定」がリサイクリン

グされるには、リサイクリングにより財務報告

にかかるコストと複雑性を正当化するのに十分

な目的適合性のある情報が得られた場合である

としている 31) 。

OCI に対する狭いアプローチと OCI に対す

る広いアプローチの相違は、ある項目がその後

リサイクリングに適格とならない場合があって

も、 OCI に認識されるか否かにある 。 OCI に

対する広いア プローチは、 OCI に対する狭い

アプローチ以上に広い収益および費用の項目

が、 OCI に認識される可能性を示唆している 。

これは、資産および負債の定義および認識基準

31) Ibid. , pars.8.89 -8.92. (同訳書。)
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において、蓋然性基準をなくした場合に該当す

る 。

IASB がリサイクリングの有無から OCI 項

目を考えているのに対して、日本の企業会計基

準第 25 号は、当期または過去の期間に OCI に

含まれていた項目が当期純利益に含められた部

分を、組替調整額として OCI の内訳項目ごと

に注記することを規定している 32 ) 。 日本では、

土地再評価差額金以外のすべての項目に、リサ

イクリングが規定されている 。

OCI のリサイクリングの問題は、 2014 年 7

月に公表した「修正国際会計基準J (Japan' s 

Modified International Standards, JMIS) の

公開草案の公表に影響を及ぼした。 JMIS は、

日本が会計基準の国際的収数に関して、エン

ドースメント・アプローチ (endorsement

approach) を採用することで、必要に応じて

IFRS の「削除又は修正J することを表明した

ものである 。

ASBJ は、 JMIS 公開草案第 2 号として、「そ

の他の包括利益の会計処理(案)J を公表し、

IASB が公表している会計基準等における OCI

に関する会計処理、表示および開示の規定に対

する「削除又は修正J を提案している 。 JMIS

公開草案第 2 号は、 IFRS には、 OCI に認識す

る項目に関してリサイクリング処理とノンリサ

イクリング処理が混在しているとして、すべて

の OCI をリサイクリングするように要求して

いる 33) 0 ASBJ は、純損益が包括的な指標であ

るべきと考えて、有形固定資産および無形資産

の再評価モデルに係る再評価剰余金を除いて、

以下の 4 点からすべての OCI にリサイクリン

グ処理を要求している 34) 。

①純損益は、企業の総合的な業績指標として l

株当たり当期純利益など、各種の重要指標の

32) 企業会計基準委員会， 20l3c，第 9 項。

33) 企業会計基準委員会， 2014d, JMIS 公開草案「そ
の他の包括利益の会計処理(案)J 企業会計基準委員

会 ， 第 1 5 項。

34) 同 JMIS 公開草案，第 17 項。(本文では、要約し

て説明している 。)

ASBJ は、有形固定資産および無形資産の再評価モ

デルに係る再評価剰余金について、実体資本維持の

概念に基づくものかどうか議論されているものであ

り、この項目以外の OCI のノンリサイクリング処理

とは異なる側面があるとして、ノンリサイクリング

を容認している 。

基礎として使用されてきているにもかかわら

ず、純損益情報の完全性がキャッシユ・フロー

との整合性で裏付けられなければ、 純損益が

有用でなくなると考えられる。リサイクリン

グ処理を行う場合、全会計期間を通算した純

損益の合計額とキャッシュ・フローの合計額

は一致するが、ノンリサイクリング項目が生

じると純損益に反映されないキャッシュ・フ

ローが存在することとなり、純損益の性格が

変質するとともに、純損益の総合的な業績指

標としての有用性が低下すると考えられる 。

②当委員会は、包括利益は企業の財政状態の報

告の観点から目的適合的な測定値に基づいて

算出されるため、純損益に代わる総合的な業

績指標にならないと考えている 。包括利益は、

投資の目的に応じたキャッシユ・フローの不

確定性が残っている段階での測定値による純

資産の単なる期間差額であるが、純損益は、

投資の目的に応じて投資に企業の事業活動の

成果に関する不確定性が十分に減少した時点

での実際の成果情報を提供するものである 。

純損益は過去の評価に関するフィードパック

を提供する実際の成果情報であるため、確認

価値を有すると考えられる 。

③包括利益と純損益の相違は、一部の資産およ

び負債について貸借対照表で使用される測定

基礎と純損益を算出するために使用される測

定基礎との相違から生じるものであり、本質

的には時期の相違と考えられる D リサイクリ

ング処理を行うことにより、概念上、全会計

期間を通算した純損益の合計額は、全会計期

間を通算した包括利益の合計額と等しくな

る 。

④受託責任の観点からは、純損益は包括的であ

るべきで、たとえ一部の取引または事象が非

反復的と考えられる場合であっても、経営者

の能力の評価に影響が生じるため、純損益に

含められるべきであると考える 。

IASB のように「二重計算を防ぐため」に規

定されているリサイクリングにおいて、「二重

計算を防ぐ」は、その他の包括利益に包含され

ていた金額を純損益へと組み替えることで、同

一の項目および金額が複数項目に計上されるこ

とを防ぐことを意味する 。 これは、純損益ある

いは純損益計算を第一に考えて、リサイクリン
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グの対象となる OCI を含めた包括利益あるい

は包括利益計算を、純損益に振り替えるあるい

は純損益計算に含める以前の利益あるいは利益

計算と位置づけていることを表す。 包括利益と

純損益との間の相違は本質的には時期の相違で

あり、概念上、全会計期間の純損益の累計額は、

全会計期間の包括利益の累計額と等しくなるべ

きである 35) 。 ここから、仮にリサイクリングを

一部の項目について行わないとすれば、純損益

あるいは純損益計算の目的適合性が低下するこ

とにつながり、包括利益だけを表示すれば良い

ことになる 。

5. むすび

本稿では、 IASB が概念フレームワークの改

訂作業の過程で提案した資産および負債の定義

の変更から、利益の範囲および財務業績指標と

しての意義にどのような変化が生じるかについ

て検討した。 企業価値の予想に役立つ情報提供

という財務報告の目的において、財政状態計算

書(貸借対照表)と損益及び包括利益計算書が

それぞれの役割を果たすためには、単一の測定

基礎では対応できない場合が生じている 。 その

結果、混合測定が注目を集め、混合測定が行わ

れることによって、 OCI 項目がその橋渡し項

目として注目されてきた。

しかし、資産および負債の定義から蓋然性基

準が削除されることは、その差額として計算さ

れる持分、特に包括利益累計額に影響を及ぼす

ことになる 。 これは、将来キャッシュ・フロー

および将来の純損益情報としての役割が期待さ

れてきた OCI の意義に変化を生じさせる 。

IASB では、これまで包括利益を第一義の利益

として考えており、包括利益から当期純利益を

計算するために OCI の役割が期待されていた。

ところが、包括利益が不確実性の高い項目を含

むようになると、 OCI の意義および役割が低

下して、 OCI は財政状態計算書と損益計算書

の 2 つの計算書の連結環にすぎなくなる 。

OCI のすべてをリサイク リングするのか、

リサイクリン グを一部にとどめるのかは、企業

35) 企業会計基準委員会 2013d 会計基準アドバイザ

リー・フ ォーラム会議『純損益/その他の包括利益
及び測定』企業会計基準委員会 ，第 15 項。

の財務業績として、当期純利益と包括利益のい

ずれを重視するかという問題と密接に関連す

る 。 本稿では、すべての OCI のリサイクリン

グを要求する日本が、 OCI に貸借対照表と損

益計算書との連結環としての役割を担わせてい

るにすぎず、損益及び包括利益計算上、包括利

益以上に当期純利益に財務業績としての有用性

を見いだしていることが明らかにな っ た 。 これ

は、貸借対照表と異なった役割が損益計算書に

はあり、目的適合性の視点から当期純利益の有

用性を強調しているものである 。 IASB は、リ

サイクリングをしない項目には、財務業績とし

ての有用性がないと考えている 。 このような意

味では、 IASB も日本も、財政状態を表す財政

状態計算書と財務業績を表す損益計算書とで

は、異なった役割が期待されていると考えてお

り、目的適合性を有する利益情報として当期純

利益の重要性が高ま ってきていることになる 。
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